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地域住民による地域福祉活動の推進意欲に関する 
仮説条件と構成要素に関する研究
都　　築　　光　　一
要旨 : 地域福祉の推進に当たっては，住民主体が基本ということは，自明のこととされて
いる。にもかかわらず行政の施策や社会福祉関係機関の取り組みの基本姿勢として，あら
ためて住民主体の必要性をとなえる文書が見受けられる。しかしそこで言われている住民
主体については内実が不明な内容が少なくない。そこで関係資料等を基に住民主体の構成
要素を操作的に定義し，「明確な地域福祉活動に関する推進意識を共有できている地域ほ
ど，地域福祉活動が活発である」という仮説を設定し，これを検証するために質的調査を
実施した。
　各地区でのインタビューを行い仮説を検証したところ，一部支持された。その結
果 ① 活動を実践する組織の単位　② 活動を展開するうえで，実践目標を共有できる単
位　③ 活動を展開する住民の「自分たちの地域」を共有できる単位　④ 活動や行事等に
ついて協議決定できる単位　の 4条件について，地域を構成する要素として，明確に圏域
を区分する要素となっていたことが確認された。今回の調査で確認するまでもなく，地域
という場合には，居住している住民にとって意味を共有できる範域において初めて言える
ことである。したがって地域福祉を考え実践する場合においては，地域住民にとって意味
を共有することができ，住民主体で実践できることを前提とするものでなければならない
と言えよう。
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1.　背景・問題意識
（1）　問題意識
地域福祉の推進は，住民主体の活動が基本であるということは，地域福祉研究を明らかにし
た岡村重夫以来，基本的な認識として自明なこととされている1）。そしてまた地域福祉は，サー
ビスシステムとしても理解されており2），住民主体の活動として，住民自身がサービスシステム
を形成して，福祉サービスの提供を行うものとしての理解があることも事実である。
こうした地域福祉の説明はしかし，日常的に地域で生活している住民にとって，わかりづらい
説明であると考えられ，そもそも住民主体やサービスシステムということを，地域住民がどのよ
うに捉えていったらよいのか十分な説明がなされてはいないと言ってよいだろう。次々と繰り出
されていく社会福祉の様々な制度を，民生委員や地域住民に「説明」と「理解」「協力」という
名のもとに，短期間で制度の普及徹底を図らなければならない点から，民生委員や地域住民にとっ
ては「行政からの頼まれ仕事」が増えているという認識がないわけではない3）。そうした意味では，
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かなりの地域福祉活動がメニュー化され，この支援制度を手上げ方式で資金の補助を実施する仕
組みができており，市町村に徹底されてきている。このため「補助制度があるから利用しない手
はない」という心理も働いていることも確かである。
しかしこのような形で地域福祉活動が展開されていることを，「住民主体」というわけではな
いと思われる。サービスシステムの構築に関して言えば，行政等公的機関や団体が関係すること
で構築される場合が通例である。一方住民主体の活動に関しては，市町村などの圏域よりもはる
かに小さな単位での活動が基本となり，まさに住民の自発的な取り組みによる活動であることが
一般的である。このため市町村圏域を基本とするサービスシステムの構築と，小単位圏域を基本
とする住民主体はともに地域福祉にとって重要な要素ではあるものの，実際の構築を考えた場合
は，一体として形成されることは稀であると言ってよい4）。
このように考えると，住民主体に関して検討する場合は，市町村の圏域よりも小さな単位を基
本に，住民の主体的な取り組みに関する意識や意欲・関心などを把握していく必要があると言え
るであろう。まただからこそ，地域における様々な活動の形態は，決して一様ではないのである。
またこうした点から考えられることは，地域福祉に言う「地域」という場合，様々な事例もあろ
うけれども，地理的あるいは行政によって設定された圏域をいうのではなく，活動を展開するう
えでその意識や意欲・関心などを共有する人々の集団をさしていうとする理解の方が，地域福祉
実践には相応しいと思われる。こうした地域社会の理解のあり方は，「社会は，人々や集団の束」5）
という理解に通じるものであって，地理的条件を決して否定するものではないものの，実践の場
合の単位のあり方考え方や，「住民主体」という場合の企画した活動や事業に対する目的意識の
共有が図られる度合いなどから考えると，「地理的な圏域」以上に「活動意識が共有された集団」
という理解に比重を置いた方が実践的であると考えられる。
（2）　研究課題
今回の研究に当たっては，地域福祉推進を図るうえで，住民主体を成立させる意識構造の要
素を明確にする必要があると考えられた。そこで構成要素を検討していく上で，そもそも「地域」
について「集団の束」としてのまとまりを形成する条件には何があるかを考えたとき，様々な条
件が考えられるものの，少なくとも以下の条件は該当するものと思われる。
1）　活動を実践する組織の単位
2）　活動を展開するうえで，実践目標を共有できる単位
3）　活動を展開する住民の「自分たちの地域」を共有できる単位
4）　活動や行事等について協議決定できる単位
上記の 4条件は，地域のまとまりを形成する要素をつくる圏域の単位と思われる6）。
1）活動を実践する組織の単位の場合，一般的に行政が例えば「行政区」として設定した圏域
であっても，その圏域の中に活動組織が複数存在する事例はいくつもある。この場合は「行政区」
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は一つであっても，活動単位は複数になるので，厳密にいえば地域福祉活動圏域は複数存在して
いると言えよう。また民生委員の担当地域という見方もあるものの，市町村合併などによって圏
域が拡大することにより，民生委員の担当地域の中に，複数の活動組織が存在するという圏域は
増加した7）。したがって行政が設定した圏域は，たまたま地域福祉推進の単位と言える場合があっ
たとしても，基本的には理論上，地域福祉の活動圏域とは言えないのである。ただし活動組織の
圏域は，これだけをもって活動推進の単位とは言えないまでも，重要な要素の一つと言える。
次に 2）実践目標を共有できる単位に関して検討してみよう。活動を展開する様々なメニュー
は，基本的に住民組織における年次総会などによって承認されて，はじめて住民主体で実施され
る。この場合は個々の事業や活動を展開することに関し，会議を構成する住民のそれぞれのメン
バーが承認できるだけの情報や，実施理由に関して納得していることを意味している。したがっ
てその場合は，活動を展開する目的を共有できているのである。
3）の「自分たちの地域」を共有できる単位の場合，活動の展開において「地域」の帰属意識に
差が生じる場合が少なくない。無論その場合は，活動組織の単位が陰に陽に影響することも大い 
にあり得る。サロン活動を展開する範域や見守り活動を展開する範域などが違っていたり，高齢者 
を対象とした範域と子どもを対象とした範域や，障がい者を対象とした範域などが違っていたりす 
る場合がある。その場合「自分たちが実施する活動の範域」と「自分たちの地域」が必ずしも一致 
するとは限らない。このときは，地域福祉活動の推進を図るうえで，住民主体で推進することが妥 
当と思われる範域に関し，他の地域との境界がどれだけ住民の意識の中に根ざしたものであるかが 
重要となる。すなわち例えば見守り活動を展開する際に，幾つかの圏域が設定されて実施される場 
合であっても，その「幾つかの圏域」の設定がもともと「自分たちの地域」の圏域の中で便宜的
に設定されたという意識が存在する場合は，「幾つかの圏域」は，地域の境界の意味を有していな
いといえるのである。この場合は，「幾つかの圏域」を合わせた範域以上の範域に，境界が存在し
ているのである。したがって地域の境界が，住民の意識にどれだけ根ざしたものかが重要となる。
4）活動や行事等について協議決定できる単位の場合，新たな行事や活動をどのように具体的
に展開するかについて，協議するメンバーを集めるにあたって，基本的な単位は活動組織に連動
する場合が少なくない。この場合，協議が必要と判断し，そのための協議の相手方が特定される
範域の単位が，地域福祉実践上重要となる。地域には様々な組織が存在し，活動の内容に応じて
協議の相手方が重層的かつ多様に存在するが，その中でも「どの範囲で協議するか」について相
談できる範囲，すなわちどのような内容の取り組みになるから，どのような人々と協議を行うか，
について協議相談できる人々の範囲というものがあり，その範域が一つの単位と言えよう8）。
そのうえで，上記の 4条件によって地域のまとまりを形成する要素として，次の項目が考えら
れた。
　①　地域で居住しようという意識
自分が居住する地域に対し，「ここで暮らしていくだけに，住みやすい」という意識をどの程
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度有しているかという点があげられる。その意識はともに居住する人々と共に形成されており，
その意識は互いに支えあう中で，維持され，「自分たちの地域」という意識が形成されている。
一方で若い世代であれば，他に移転して新たな生活の場を切り開くということもできるものの，
高齢者になってからは経済的理由もあってそうした転居してまでという意識には至らず，仲間と
ともにここで暮らすという意識になっていると思われる。
　②　現在の地域福祉活動を継続していこうという意識
地域が形成され，維持されている大きな要因として，現在の地域活動が展開されていることが
あげられる。この活動を継続していくことによって活動目標を常に確認し，現在の地域そのもの
が維持されることになるという意識が働き，現在の活動を維持していこうという考えを有してい
る人が多いと考えられる。このためにも，現在の組織を維持し，そのための協議の場を常に維持
しようとするものと思われる。これによって長く役職員としてかかわっている人は様々な観点か
ら現状の活動に対する評価としての意見を有している一方で，役職員に就任したばかりの人は，
活動をこなしていくための企画から実施までの手順で，手いっぱいのところも少なくないと思わ
れる。
　③　今後の活動の方向性に対する意識
地域の継続性を望む人々にとっては，今後の活動のあり方に関し，活動目標に照らして課題を
明確に捉えた意見を有していると思われる。年々少子高齢化が進行する地域において，例年実施
している活動をそのまま実施するという企画は，長続きはしない。担い手が不足するほか，「活
動力」が確実に減退するからである。様々な地域福祉活動を展開するためには，福祉サービスを
含めた地域住民の参加が望まれ，そのためには福祉サービスを必要とする住民が参加しやすい条
件を整えるための地域住民の理解と支援が不可欠である。そのほか活動を企画したり準備したり
実施したりというそれぞれの段階で協議し，必要な役割を果たす人々が必要となるほか，ヒト・
モノ・カネ・ジョウホウ・手続き9）などの見通しを立てていかなければならず，加えて限られた
時間の中でこうしたことがらの一つ一つを処理し，地域の行事を実施し，それによって住民の一
体感が形成維持され，現在の地域での生活を肯定する意識が醸成されていく取り組みが必要とな
る。ここでは，こうした取り組みや様々な地域活動の総体を「活動力」と操作的に定義する。こ
うした活動力を維持することが求められるものと思われる12）。
　④　今後の地域像とそのための住民の役割
地域を維持継続するために，今後の地域のあり方を当該住民がどのように考えているかが大き
な要素となる。逆にいえばその考え次第で，計画する内容がいかようにも左右されると言えよう。
したがって住民主体で地域福祉活動を計画したり実施したりする際には，今後に向けた地域のイ
メージが，地域住民の間で共有される必要がある。ただし共有されるためにも，その前段階でイ
メージされていなければならないと言えよう。今後の地域のイメージが形成されていなければ，
見通しのない活動を展開することとなり，やがて地域の人々から「何のための活動なのか」との
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疑問が沸き起こることとなろう。地域において町内会の予算内容を話し合う際にも「前年同様」
という既得権が横行することとなる10）。今後の地域のイメージを有する地域住民は，地域の中で
話し合う機会が多ければ多いほど，住民の役割や自分自身の役割について，明確な私見を有する
ものと思われるところから，先の住民主体の地域の条件が整っていれば整っているほど，地域の
展望を有していると思われる11）。
そこで本稿においては，地域福祉推進における住民主体を形成する住民意識の強度を左右する
要因に関し，明らかにすることを目的とする。
2.　研　究　目　的
地域福祉実践の上で，住民主体の地域福祉活動の推進意識を左右する要素について，その概要
を明らかにすることを目的とする。
3.　研　究　方　法
本研究では，平成 30年 8月 27日から 29日までの三日間にわたり，宮城県 B町における小単
位地域ごとの，民生委員をはじめとする地域福祉にかかわる関係者を対象とした質的調査によっ
て，明らかにする。
4.　倫 理 的 配 慮
調査対象者には，研究目的で実施し，調査に対する協力は任意であり，かつ匿名性を確保する
ことを伝え，承諾を得て実施した。
本研究に当たっては，東北福祉大学研究倫理審査会の承認を得て実施した。
5.　調　査　事　項
（1）　仮説の設定
1）　基本仮説
「明確な地域福祉活動に関する推進意識を共有できている地域ほど，地域福祉活動が活発であ
る」
2）　作業仮説
①　 作業仮説 1「現在の居住地域に今後も住み続けようとする意識が強い人ほど，地域福祉活
動の推進意識が強い」
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②　 作業仮説 2「現在の地域福祉活動に対する評価が高い地域ほど，福祉対象者を積極的に受
け入れる活動ができている」
③　 作業仮説 3「地域の一体感を維持しようとする地域ほど，今後の地域福祉活動に関して明
確な目標を設定できている」
④　 作業仮説 4「今後の地域のあり方に関して明確なビジョンを有しているほど，自分の役割
や，地域住民の役割を明確に描くことができている」
（2）　調査項目
次の項目を調査事項とすることとした。
①　居住年数と地域の魅力と感じている点について
この項目について確認するために，今の地域に来て何年くらいになるか，暮らしてみて地域に
対する印象，そしてこの地域の魅力や自慢は何か，などについて確認する。
②　現在の地域福祉の取り組み状況について
現在の取り組みに関して，具体的な感想および評価をインタビューして，効果的と思われる活
動として何があるのか，加えて福祉の対象者の参加状況を確認する。また住民の活動への理解度
や地域の活動組織に対する評価などを確認する。
③　今後の地域福祉の取り組みの必要性について
今後の地域福祉活動のために，地域における現在の福祉の課題について確認したうえで，以前
から課題であった活動と今必要となってきている活動や，福祉の対象者に対する参加の勧奨のた
めの取り組み方に関する考えを説明していただいたうえで，これらの場合の取り組み上留意すべ
き点について確認する。
④　今後の地域に求めるもの
今後の地域での活動等のあり方について，今後どのような地域にしたいと考えているかを確認
し，そのために自分が果たす役割は何だと考えているか，さらにはそのために地域住民はどのよ
うに取り組む必要があると思うかなどについて確認する。
6.　調査対象地域
宮城県 B町から，C地区 11人，D地区 5人，E地区 10人，F地区 10人，G地区 4人　の各
地区における地域福祉活動推進担当者 40人を対象として実施した。
C地区は，B町の合併前の旧 C村で，典型的な純農村地帯であり，一部山間部を有する。D地
区は合併前の旧 D町で，城下町の名残を残す独特の地域性を有しているが，今回の調査対象は
その中でも，農村部を対象とした。E地区は B町の内，Cおよび D地区以外の農村部の圏域で
ある。F地区は B町 C・D・E地区以外の商店街および住宅街の圏域で，G地区は C・D・E・F
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地区以外の，社会福祉協議会の福祉活動のモデル地区である。
7.　調　査　方　法
フォーカスグループインタビューにて実施した。
8.　調　査　結　果
調査結果について，① 居住年数と地域の魅力，② 現在の地域福祉活動の取り組み状況，③ 
今後の地域福祉の取り組みの必要性について，④ 今後の地域に求めるもの　に区分して整理し
た結果は，別紙資料のとおりである。
9.　検　証　結　果
調査結果をもとに設定した仮説を検証する。
（1）　 作業仮説 1「現在の居住地域に今後も住み続けようとする意識が強い人ほど，地域福祉
活動の推進意識が強い」の検証
今回の調査対象者は，地域福祉活動を実際に担っている人々であり，地域の役職員であったこ
とから，すべて「今後も住み続けよう」という意識を有していた。こうした関係者からは共通し
て，地域内の交流や繋がりづくりなどを通じて，「地域内のまとまり感」や「仲間とともに暮ら
していく」という意識や「何かあれば協力を得ることができる」という地域住民に対する信頼関
係が形成できていた。こうした点で住み続けようという意識に関しては，地域性による違いは見
られなかった。一方，地域福祉推進意識に関しては，「参加者には女性」（C地区）が多く，男性
の参加が少ないという指摘や「若い年代との交流がない」（E地区・G地区）「50歳以下の住民
とのつながりがそれほど強くない」（F地区）といった意見や「何かしようとしても住民のハン
グリー精神がない」（G地区）といった指摘も見られ，地区によるバラツキがみられた。以上の
特徴は，総じて C地区，E地区および G地区は類似性が高いと思われた。D地区にも類似性の
高さは見られるものの，C地区や E地区などと比較した場合，社会資源が整っていることによ
る意識の違いも見られた。F地区に関しては，防災訓練の実施や子どもと高齢者などの地区内交
流もみられ，「行事が多い」「共働きが多い」「住民間で情報の共有が図られている」という点から，
地域福祉推進意識の高さがみられた。
以上の結果から，地域福祉推進意識の高さは，必ずしも居住し続けようという意識に左右され
るわけではない点が確認され，作業仮説 1「現在の居住地域に今後も住み続けようとする意識が
8 東北福祉大学研究紀要　第 43巻
強い人ほど，地域福祉活動の推進意識が強い」は棄却された。
（2）　 作業仮説 2「現在の地域福祉活動に対する評価が高い地域ほど，福祉対象者を積極的に
受け入れる活動ができている」の検証
調査した結果で見ると，どの地域でも地区内行事に取り組んでおり，中でもサロン活動の開催
頻度は高いと思われ，力を入れている状況が確認できた。その中で現在の活動に対する評価に関
しては，「女性しか集まらない」という評価が共通していた。そのような状況で，福祉対象者の
参加状況に関してみてみると，C地区では「お寺行事」や F地区での開催頻度は高くはないもの
の障害者の会の活動や見守りネットワーク活動や「行事によっては，参加がある」という地区も
見られた。C地区の活動は，スケジュールを組んでいるほか，F地区では何かあったら集まって
話し合いをし，若い人たちが前面に出て活動している側面もうかがえた。こうした点から，C地
区と F地区に関しては現在の評価が高く，福祉対象者の参加も見受けられたことから作業仮説 2
「現在の地域福祉活動に対する評価が高い地域ほど，福祉対象者を積極的に受け入れる活動がで
きている」は支持された。
（3）　 作業仮説 3「地域の一体感を維持しようとする地域ほど，今後の地域福祉活動に関して
明確な目標を設定できている」を検証
調査した結果を見ていくと，第一にすべての地区で今後の活動に関して，具体的な課題があげ
られていた。この点で課題把握は，今回の調査対象の地区においてできていると考えられる。第
二に，今後に向けた地域福祉活動の方向性について明確な方向性を有しているかどうかについて
確認した。この点に関しては，C地区，E地区および F地区から，具体的な活動の方向性がうか
がえた。第三に具体的な対応に関して，福祉対象者の参加に取り組む姿勢の有無という点を絡め
てみてみると，C地区と F地区において，今後の取り組みと福祉対象者に対する対応に関し，具
体的な活動内容など一歩踏み込んだ考えが表明されている。これに対して E地区にかんしては，
予防活動などを中心とした，比較的地域保健活動の色彩の強い内容となっている。D地区および
G地区からは，そこまでに意見は出されていない。少なくとも意識している意見の確認はあるも
のの，インタビューに際して質問があったから回答がなされていたわけで，質問に際して積極的
に取り組もうという回答であったわけではない。
こうしてみてみると，活動を展開しようとする中において，地区内の一体感を維持するために，
地域保健活動の色彩の強い E地区，地域福祉の推進の色彩の強い C地区および F地区に関して，
一体感を維持することができるよう，少なくとも活動の方向性を明確にし，関係者間でこれを共
有し，目標設定を行っていると言えよう。
以上の点から，作業仮説 3「地域の一体感を維持しようとする地域ほど，今後の地域福祉活動
に関して明確な目標を設定できている」は支持された。
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（4）　 作業仮説 4「今後の地域のあり方に関して明確なビジョンを有しているほど，自分の役
割や，地域住民の役割を明確に描くことができている」の検証
住民主体の地域福祉活動の推進のためには，居住している地域をどのようにしていきたいのか
という点について，当該地域の住民自身が今後の地域に関して明確なイメージを有している必要
がある。とりわけ地域活動のリーダーには，その点がもとめられよう。だからこそ，明確なイメー
ジを有していればこそ，目標達成のために自分の役割や住民の役割が考えられると思われる。
この点から調査結果を見てみると，C地区からは「人口が減少していく地域だからこそ，コミュ
ニケーションをとりやすい地域にしたい」という意見が表明され，とりわけ具体的な内容として
「一人暮らし高齢者への行事参加の呼びかけ」が重要な課題として取り上げられていた。これは
単なる「見守り」活動にとどまらない活動を指している。このことを実現するための具体的な取
り組み内容に関しては，自分の役割や住民の役割に関して今一つ具体性のある考えは示されな
かった。D地区は，あまり具体的な内容が示されなかった。むしろ他の地区と違って行政への要
望的な意見が出された。E地区は，今後も交流を積極的に図りたいとの意見が示され，特に若い
世代との交流を図りたいという考えが示された。そのためのリーダーの役割についても，具体的
な内容であった。F地区については，「障害者差別のない地域にしたい」という目標がしめされた。
そのために自ら情報発信をする必要があるという考えと同時に，地域住民に対してもこれを可能
とするような考え方が示され，地域福祉推進に関して一貫した考え方がうかがえた。G地区に関
しては，和気あいあいとした地域という表現ではあったが，具体性のある考えは聞かれなかった。
以上の結果から，E地区と F地区に関して，地域の将来のビジョンと自分の役割や地域住民の
役割が明確であった。以上の点から作業仮説 4「今後の地域のあり方に関して明確なビジョンを
有しているほど，自分の役割や，地域住民の役割を明確に描くことができている」は支持された。
以上の仮説検証結果をまとめると，以下のとおりであった。
これら作業仮説の検証結果から，基本仮説「明確な地域福祉活動に関する推進意識を共有でき
ている地域ほど，地域福祉活動が活発である」は，一部支持される結果となった。
仮説検証結果
検証すべき仮説 結果
作業仮設 1 現在の居住地域に今後も住み続けようとする意識が強い人ほど，地域福祉活動の推進意識が強い 棄却
作業仮設 2 現在の地域福祉活動に対する評価が高い地域ほど，福祉対象者を積極的に受け入れる活動ができている 支持
作業仮設 3 地域の一体感を維持しようとする地域ほど，今後の地域福祉活動に関して明確な目標を設定できている 支持
作業仮設 4 今後の地域のあり方に関して明確なビジョンを有しているほど，自分の役割や，地域住民の役割を明確に描くことができている 支持
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10.　考　　　　　察
（1）　 作業仮説 1「現在の居住地域に今後も住み続けようとする意識が強い人ほど，地域福祉
活動の推進意識が強い」について
作業仮説 1は，棄却という結果となった。自分の地域に引き続き住み続けようという意識に
関しては，今回の調査対象の方々に関してはすでに高齢者ということもあり，そのほとんどの人
が年金生活者である点から考えて，他の地区に転居するということは，ほとんど考えられなかっ
た。この点に関しては，地区の区別や地域活動が活発であるか否かという点に左右されるもので
はないということではないかと考えられる。地域福祉活動の推進意識に関して言えば，どの地区
も「女性の参加」が一般的であり，なかなか男性の参加が得られていない。その一方で，F地区
のように様々な年代が地域活動に参加している実態もうかがえる。こうした結果から見て，地区
ごとの地域活動（地域福祉活動）の推進意識には，ばらつきがみられた。しかしこのばらつきは，
決して住み続けたいという意識に伴って生じているとは考えられないことから，仮説は棄却され
たと思われる。なお，こうした意識は，必ずしも高齢者に限定されるものではないとも考えられ
る。理由としては近年，全国的に世帯分離が進んでおり，分離した若い世代の住居が，ニュータ
ウン等により住宅開発による「地域」で居住する事例も見受けられるからである。
（2）　 作業仮説 2「現在の地域福祉活動に対する評価が高い地域ほど，福祉対象者を積極的に
受け入れる活動ができている」について
「福祉サービスを必要とする地域住民が，地域社会の一員として日常生活を営み」続けること
ができるように地域福祉の推進を図ることは，社会福祉法の第 4条第 1項に規定されているとこ
ろである。地域福祉活動が活発である地区では，福祉対象者の参加が確認されるのではないかと
思われ確認したところ，一定の見込んだ結果が得られた。とりわけ F地区は，仮説 1において
も活動が活発であることが確認されている。その F地区において，福祉対象者も含めた地域福
祉活動が展開されている点に関しては，社会福祉法に定める地域福祉の推進が図られている証左
と言える。また F地区ほどではないにしても，地域福祉活動の推進においても福祉の対象者の
点においても，C地区も一定の結果が得られている。地域福祉活動の充実状況と福祉対象者の参
加の状況は，これらの地区に関してはある程度同様の傾向が窺える状態となっていると言えよう。
とりわけ食生活改善推進活動や介護予防活動などが充実している E地区においては，「介護対象
者」というように「弱い人間」と思われることに対する抵抗意識が強く，なかなか参加しないと
いう結果も得られた。地域において地域保健活動だけではなく，地域福祉活動も並行して推進し
ていかなければならないことが確認されたと思われる。作業仮説 2が支持された点は，今後の地
域づくりの方向性を示唆したものと思われる。
11地域住民による地域福祉活動の推進意欲に関する仮説条件と構成要素に関する研究
（3）　 作業仮説 3「地域の一体感を維持しようとする地域ほど，今後の地域福祉活動に関して
明確な目標を設定できている」について
地域の一体感を維持していくことができるような活動を推進するためには，地域の「活動力」
を発揮していかなければならない。そのため，福祉サービスを必要とする地域住民も地域の諸活
動に参加できるよう，参加しやすい条件を整えていくための地域住民の支援が不可欠となる。
地域内で具体的な課題を把握することに関して，日常的に地域活動の担い手として活動してい
る方々に関しては，個々人レベルでは把握されていると思われる。しかしこれの具体的な活動の
方向性に関しては，十分な話し合いがなされていないと具体性を持つ段階には至らないと思われ
る。加えて福祉対象者に対する対応となると，その対象となる住民を特定して話し合いがなされ
るようでなければ，有効な対応策とはならない。すなわち地域の活動の担い手の方々が，「あの
方に来てもらえるようにしたいな」と考えることができるようでなければ，実際の対応のあり方
が具体的な内容にならないということである。そうした点で調査結果からは，地域保健活動の色
彩の強い E地区や，福祉活動の色彩の強い C地区や F地区が，地域の一体感を強化させていく
ために，特徴のある活動の目標の設定ができていることが窺える。これらの点から，明確な目標
の設定がなされている地域では，活動の特徴が明確になるということが言えよう。
（4）　 作業仮説 4「今後の地域のあり方に関して明確なビジョンを有しているほど，自分の役
割や，地域住民の役割を明確に描くことができている」について
地域活動を行う上では，地区の組織を動かしながら，具体的にそれぞれの役割を果たすことに
よって，活動の成果が見えてくるものである。組織が動く際には，目的を達成できるように行動
することとなる。その意味では，目標を明確にし，目標達成のための活動内容を具体化しながら，
その役割は誰が担うことが望ましいのかという点を，明らかにする必要がある。これらが一つの
システムとして機能することが望まれる。
こうした点から調査結果を確認してみると，C地区ではある程度今後地域に望むものに関して
考えが示されてはいるものの，特に住民の役割に関して明確にはされていない。D地区に関して
は，行政への要望事項が示されるようになっている。E地区および F地区に関しては，具体的な
ビジョンが明確にされると同時に自分の役割や住民の役割に関しても，明確に考え方が述べられ
ている。E地区については，福祉に関する興味関心が薄いという回答であったが，F地区に関し
ては，障害者に対する差別意識の払しょくという目的が示された。地域のビジョンを明確にし，
地域の一体感を形成するという点から考えると，福祉対象者への関心の薄さという現状は，お互
いに繋がっている人の集団と，つながりの薄い人との集団を形成することになると思われる。こ
のことは結果として地域が分断され，福祉対象者がますます地域の中で弱い立場に立たされ，住
みにくい地域が形成されてしまうことになろう。それだけに地域保健活動の展開と併行して，地
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域福祉活動の推進と福祉対象者の参加状況が同様の傾向にあるという点は，これからの地域づく
りに欠かせない視点であると言えよう13）。
このような点からも，住民と十分に協議され，そのうえで共有された地域のビジョンというの
は，福祉対象者も含めた形で構築される必要がある。このような手順で構築されたビジョンに関
しては，これを具体的に取り組むような段階に入るときには，誰がどのような役割を担うのか，
という点が明確にされる必要があると言えよう。
11.　得られた知見
今回の調査研究に当たっては，地域福祉推進を図るうえで，住民主体を成立させる意識構造の
要素を明確にすることを目標とした。そして構成要素を検討していく上で，そもそも「地域」に
ついて「集団の束」としてのまとまりを形成する条件には何があるかを考えたとき，様々考えら
れるものの，少なくとも以下の条件は該当すると思われ，調査を行った。
その結果 ① 活動を実践する組織の単位　② 活動を展開するうえで，実践目標を共有できる
単位　③ 活動を展開する住民の「自分たちの地域」を共有できる単位　④ 活動や行事等につい
て協議決定できる単位　の 4条件について，各地区でのインタビューを行った結果，地域を構成
する要素として，4条件は明確に圏域を区分する要素となっていたことが確認された。C地区の
ある地域では「ここでは自治会が二つあって，通常の活動は別々に行っているが，この行政区の
大きな年中行事の際には，お互いに協力することになっている」というインタビュー結果が得ら
れた点は，このことを如実に物語る結果であった。地域は，行政区という行政で成り立つもので
もないし，地理的条件で成り立つものでもないのである。そして地域における諸活動は，事業に
よって協力関係を形成し，協働で実施する場合もあるのである。
こうした点から言えることは，「住民主体」を掲げる際には，組織活動を展開することを基本
に考えた場合，当該圏域内での合意形成が可能な範域を想定することが重要であると言うことで
ある。また福祉対象者の参加を考えたとき，活動内容を協議する人々の一部の方でもよいので，
個別具体的に対象者に対する支援の内容を，検討できるようでなければならないという点を考え
ると，個別に対象者を把握することが可能な範域である必要があると言えよう。これらの範域に
おいて障害のある人とない人とが共に暮らしていく上では，中には葛藤も生じるかもしれない。
しかし「社会」を民主的に構築していく上で，葛藤を克服していくことは必要なプロセスであり，
この課題解決プロセスを支持していくからこそ， 地域福祉の取り組みに価値を認めるのである14）。
今回の調査で確認するまでもなく，地域という場合には，居住している住民にとって意味を共
有できる範域において初めて言えることである。したがって地域福祉を実践する場合においては，
地域住民にとって意味を共有でき，住民主体で活動力を発揮して実践できることを前提とするも
のでなければならないと言えよう。
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注
　1） 岡村重夫のほか，右田紀久恵，大橋謙策，牧里毎治等も，それぞれの観点から「住民主体」
を基本としている。岡村重夫 :（1970）『地域福祉研究』柴田書店。右田紀久恵 :（2005）『自
治型地域福祉論』ミネルヴァ書房
　2） 典型的な事例としては，宮城孝らが『地域福祉論』で著わしている。
　3） 近年，民生委員は，退職した勤労者が就任する地域住民が多くみられ，比較的短期間で入れ
替わる事例が見受けられる。このため民生委員として活動するための社会福祉に関する基礎
的な知識や活動経験が十分な状態になる以前に，様々な要望や行政からの依頼に対応しなけ
ればならないところから，「研修」の機会の充実を求める調査結果が多く見受けられる。また
民生委員に関する各種調査においては，民生委員に委嘱されたものの，生活上様々な困難を
抱えている地域住民への支援に際して「個人情報の保護」が盾となって民生委員活動に支障
が出たり，様々な住民からの相談があって何とか対応しようにも，行政等からのバックアッ
プがないために活動に支障が生じているなどの声は，数多く寄せられている。（都築光一（2009）
『東北における民生委員調査結果報告書』）（都築光一（2010）「東北 4県における地域福祉課
題の動向について」『厚生の指標』第 57巻第 15号 11-16）このような問題によって支障をき
たす事態を解消すべく，東日本大震災の際には，山形県山形市において，避難者の個人情報
を民生委員に開示した事例がみられた。以後個人情報の取り扱いに関しては改善が図られて
きている。
　4） 住民主体の地域福祉活動は，基本的には活動を展開する組織の範域が町内会などの単位であ
るのに対して，サービスシステムに関してはサービス提供者の提供範囲が，基本的な範域と
なるため，対象となる組織の構成単位にずれが生ずる。
　5） ハンスケルゼン＝長尾龍一・植田俊太郎訳 :（2015）『民主主義の本質と価値』岩波文庫
　6） 都築光一（2015）「津波被災地における地域再生意識の強化要因に関する一研究」『感性福祉
研究年報』第 16号，感性福祉研究所　33-48　において，協議しつつ課題が焦点化されるに
したがって，自分の役割が明確になっていくことが示唆されている。またトレッカーは地域
のグループワークにおいて，その必要性を述べている。
　7） 平成の大合併によって，世帯数が増加した市町村では，国が定めた民生委員の設置基準によっ
て。民生委員数が減少している。
　8） 社会福祉法第 4条第 1項において，「地域住民。社会福祉を目的とする事業を経営する者およ
び社会福祉に関する活動を行う者は，相互に協力して……地域福祉の推進を図るよう努めな
ければならない」と規定されており，相互に協力することを重視していると言えよう。
　9）　この項目は，近年の社会福祉協議会における地域福祉活動計画策定の際，市町村社会福祉協
議会が活動支援のために，ニーズ調査項目の一つとして取り上げている項目である。具体的
には，上山市，山形市，涌谷町，柴田町，一関市，釜石市など参照
 10） この状況は，多くの場合若い世代に不参加という結果に至っているという意見が多数だされ
てている。
 11） 都築光一（2015）前掲書
 12） 都築光一（2015）前掲書
 13） こうした取り組みがなされている代表的な事例としては，山形県上山市の中川福祉村であろ
う。具体的な取り組みがなされて既に 40年経過しており，障害のある人もない人も，ともに
地域社会のメンバーとして活動に参加している様々な活動が見受けられる。この点に関して
は「……これら施設の新住民と旧住民との融和を一歩誤れば，お互いが迷惑呼ばわりになり
かねないとも言われてきた。それがむしろ新旧住民は隣人として，共助精神の下に「サムシ
ング・ヒアー」の気概で互いに持てる力と行為とを出し合うに至り，共に生きる喜びにまで
共感し合うようになったのである。」（鈴木啓蔵「中川福祉村に寄せて『みちのく中川福祉村』」）
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という記述からも見受けられる。
 14） 様々な調査結果からは，以前は地域で障害を有する人々との交流の実践が見受けられなかっ
たとはいえ，市町村レベルでの福祉関係調査において，障害者との交流が，日常生活圏域ニー
ズ調査（岩手県一戸町）や，ちいきふくしに関する調査（岩手県一関市）に見受けられるほか，
障害者施設からの地域移行の取り組みにおいて，地域での受け皿となる活動の試みを行う事
例も見受けられる（山形県山形市）。
（別紙）　調査結果概要
1）　居住年数と地域の魅力
①　C地区
居住年数については，男性は，生まれてからずっといる方が多く。女性は嫁いで 18年から 50年にな
る人が多い。地域の印象に関しては，自治会がありまとまりがある地域で，高齢者夫婦が多く，女性が
地域行事に積極的に参加していると感じる。一方で最近，地域内のつながりが薄れてきたと感じる。で
も何かあったとき，声がけすれば皆協力してくれる。地域の自慢は，自然に恵まれている点や伝統的な
祭りや踊りがあるほか，お寺の大きな年中行事がある。
②　D地区
居住年数については，男性は，生まれてからずっといる人が多く。女性は嫁いで 28年から 44年にな
る人が多い。地域の印象に関しては，昔は青年団などが祭りを実施していたが，現在は祭りなどはない。
会社員が多いので，日曜に役員の集まりを行う。住民性が穏やかで良くまとまっている。助け合いもな
されている。自治会のある地域とない地域がある。この地域の魅力は，古墳や遺跡文化財があるほか，
学校，病院，スーパーなどもある。
③　E地区
居住年数については，男女ともに生まれてからこの方 70年以上になる人もいれば，学校を卒業後いっ
たん B町を離れその後戻ってきた人や，何らかのきっかけ（震災など）でこの地域に住むようになった
方などがいる。地域の印象としては，住みやすく自治会があり，地域活動が多く。団結力がある，古く
からいる住民と新しい住民とが混在している。地区の交流には，新たな住民や，若い人が中に入ってこ
ない。地域の魅力は自然と安心できる点である。
④　F地区
居住年数に関しては，男女ともに生まれてからこの方 70年以上になる人もいれば，学校を卒業後いっ
たん B町を離れその後戻ってきた人などがいる。地域の印象は，行事が多く，自治会があり住みやすい。
防災訓練が活発的という点である。この地域には，共働き世帯が多く，子どもたちも高齢者も多い。地
域住民全体でまとまりがある。50歳以下の年代の方は，繋がりはあるがそれほど強くない。地域住民間
で様々な情報共有をしたり住民間の繋がりはある。空き家が多く，一人暮らし世帯も多い一方で，集合
住宅も多い。ここはつながりのあり，比較的まとまりのある地域で，行事が多い。
⑤　G地区
居住年数に関しては，男女の別なく，生まれてからずっと住んでいる方と，嫁いで今日に至っている
方とがいる。地域の印象は，和気あいあいとしている，隣近所の付き合いがある。この地区の人は繋が
りが強い。ただし若い人との交流が少ない。この地区には，被災してきてくれた人もいる。なにかしよ
うとしても住民のハングリー精神がない。
2）　現在の地域福祉の取り組み状況について
①　C地区
現在の活動の評価としては，様々な活動には女の人しか集まらず，偏りがある。男の人は飲み会がな
いと来ない。年間のスケジュールは 2月の行政区総会で地域の人全員に周知を図っているので参加はし
てくれている。毎月 A4の新聞を作成しており，熊や倒木，通行止めの情報がわかって便利である。効果
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的な活動としては，お茶っこ飲み会に力を入れている。しかし足の悪い高齢者などは運動会等に参加で
きていない。福祉の対象者の参加については，「お寺行事」高齢者や身体障害の方（近くに施設の利用者）
が来て食事作りの手伝いをしている。障害を持つ方との交流ができるという点が魅力だと思う。送迎は
していないため，自分で会場に来れない人や，認知症の方は参加できていない。
②　D地区
現在の地活動の評価としては，地域を引っ張っているのは 60代後半～70代前。事業には半数以上参加
している。男性と子供の参加が少ない。見守りやサロン活動を積極的に実施している。お茶っこ飲み会は，
おしゃべりや軽体操，折り紙などで住民とのつながりを深めることは，効果的である。効果的にするには，
新しいものを一つ取り入れることだと思う。福祉対象者の参加状況は，あまりよくない。地域の組織活
動は，自治会組織ごとの行事が，バラバラに行なわれている。自治会がない地区は，活動の計画性や資
金面で課題が大きい。
③　E地区
現在の活動では，「福祉」という活動はあまりない。健康推進と福祉推進で行う事業が多い。運動会を
平日から休日開催にしたところ，若い人も参加するようになった。福祉推進と健康推進の活動を合同化
して事業を行うことで，集まる人数の増加や予算に余裕ができ満足している。お茶っこ飲み会や世帯間
交流，特に小中学生を対象とした生涯学習を行うことが効果的と思う。福祉対象者の参加に関しては，
サロン活動には脳梗塞の方が 2名くるようになった。それ以外では未だ福祉対象者を見たことはない。
地域の組織活動は，十分に活動していると思う。
④　F地区
現在の地域活動の評価について，運動広場，お茶会，見守り活動，福祉芋煮会，パークゴルフ大会，
神社のお祭り，配食サービスなどの活動を展開しており，比較的人が集まっている。 家からあまり外出
しない人も，行事によっては参加している。現在の活動としては，若い人たちが前面に立ってサロン活
動をしている。ミニサロンを，自主的に仲のいい同士でサークルを作るということがときどきある。世
代間交流で子供達と高齢者が交流する場所があることが効果的な活動を展開できている要因であると思
う。全体として女性の参加が多く，男性の参加が少ない。何か決め事があったら，集まり話し合いを行っ
ている。身体障がい者の会で活動はあるがあまり活動していない。また地区によっては，現在地区内の
活動として，月に 2回，決まった曜日に自由参加でサロンを行っており，ここでは情報交換や安否確認
の場になっている。地域行事は自治会中心で実施しており，地区の地域組織の活動については，住民の
意見を聞き活動の中に取り入れられている。
⑤　G地区
現在の活動の評価としては，男性の参加率が低く。参加する人はほとんどが決まった人で固定している。
この人たちの間は，絆が深い。効果的な活動は，老人クラブを中心に，お茶っこ飲み会，運動会。地域
での清掃活動や昔話の読み聞かせ。古いものを活かしながら新しいことを取り入れる点が良い。福祉対
象者の参加状況は低い。地域住民は理解はしているが参加しない，活動の継続性を確保するため，役員
改選の際に，半数の入れ替えを行うようにしている。
3）　今後の地域福祉活動の必要性
①　C地区
地域福祉の課題としては，足がないため地域行事に友達と参加しようにも参加できないことや，ごみ
の集積所までの移動手段の問題がある。一人暮らしが困難な住民への見守りも含めた支援が課題となっ
てきている一方で福祉施設が足りない。定年になっても仕事をする人が多くなり，地域活動の継承や行
事への参加率が低い課題がある。人が少なくなり，高齢化が進んだことで，人が集まる機会がなく，地
域活動の後継者がいなくなった。公園がなく，子供が外で遊べなくなっているほか，親同士の交流もない。 
誰に対しても優しく・助け合い・マナーを守った住民同士の関わり合いが必要だと思っている。
今後取り組む活動としては，行事への参加の呼びかけを民生委員の方が声がけを行っているが，これ
からは隣近所や地域住民みんなで声を掛け合うことが大事だと思う。お祭りなどを通して楽しいと感じ
てもらうことや地区内のコミュニケーションづくりに力を入れている。地域のリーダーの養成のために
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社協と共同して勉強会が必要になってくる。
福祉対象者の参加については，介護者など，行事に参加するのが難しい。家庭でも地域でも，お世話
をする人がいない。
今後の活動の留意点としては，地区の会長や民生委員だけで，参加を促したりするのだけではなく，
活動に参加してくれる方の協力も得て，住民みんなに呼びかけを広めていくひつようがある。一人暮ら
し世帯のための連絡票や付き添い，緊急時の対策を考える必要がある。住民と関わっていく上でプライ
バシーに配慮する必要がある。
②　D地区
地域福祉の課題としては，地域福祉活動の担い手や地域の役職員のなり手がいない。サラリーマンの
40～50代の意識が低く，60代が危機感を感じている。後継者を育てるために役員を任せたうえで，会議
を日曜日などに開催してみることなどが考えられる。また一人暮らしの方への見守りや，買い物難民さ
らには少子化が進行して子ども会の存続対策なども課題となっているほか，近所でお茶のみなどで集う
場があまりない。
今後の取り組む活動としては，世代が変われば地域活動への取り組みの考えも違ってくるので，意識
改革が必要となっている。お互いにできることに取り組んで支えあうことが必要である。
福祉対象者の参加のために，様々な活動へ誘うための声掛けが不可欠である。一人暮らしの方や障害
を有している人との交流などが必要とは思う。
今後の活動の留意点として，個人情報の取り扱いなどに留意が必要と思う。全員が参加できる組織を
作りたいし，自治会を作りたい。 
③　E地区
地域福祉の課題としては，自治会に入らない人がいる。後継者がいないので，若い人に役割を分担し
てもらう必要がある。 いろいろな活動への呼びかけが必要だと思うが，そのような人が出てこない。支
援が必要な高齢者を地域で受け入れるための体制が整っていない，日中独居の高齢者，老老介護の常態化，
移動手段のない高齢者。なんとかしないといけない。サロン活動などで交流を深める場が欲しい。子ど
もの尊厳を否定するような社会環境を変える必要がある。人々の絆を深める取り組みが必要となってい
る。
今後必要な活動としては，防災活動，災害活動，見守り活動。一人世帯の高齢者の自宅に迎えに行く，
チラシ配りや声がけをする。子どもたちに福祉教育を展開する必要がある。そのために子育て中の親の
参加も得て，従来の取り組みにとらわれないそれぞれの時代に対応した活動が必要であると思う。福祉
推進員を輪番制にする必要がある。見守り活動や，訪問活動が求められているので，民生委員では足り
ないから福祉会と協力することが必要である。課題を抱えた住民の方と信頼関係を築き，話を聞ける関
係になる必要もある。また相談に行くことができない人の相談相手になることも必要である。
福祉対象者の参加については，差別をなくすためにも障害への理解を深めるために食事会を設けてい
る。参加してもらうというよりはこちらから出向いて行う活動である。活動に来れない人には何度もチ
ラシを配り，送迎をしている。仲のいい人同士誘い合って参加してもらうことが望ましい。また水害の時，
炊き出しで震災で避難している人も協力していた。これはとても良いことで，地域の活動を受け身に捉
えずに，地域の一員として動いてみてほしいと思う。
活動上の留意点としては，個人情報の取り扱い，区長を中心として民生委員との話し合い。守秘義務，
プライバシーの取り扱いに注意している。健常者側が障害者を理解することが重要で，例えば障害者用
の駐車場に駐車しないなど基本的な行動をしてほしい。
④　F地区
地域福祉の課題としては，移動手段，ガイドヘルパー，サービスの利用手続きが分からない。障害者
等理解がないことなどである。気にかけて見守っている人が，突然ショートステイしたときなど，「どう
したんだ？」となることがあるので，見守りシステムのための情報提供が必要だ。福祉推進員の後継者
育成も課題である。また災害時緊急対応が取れるようにする必要があり，緊急車両の受け入れができる
仕組みも必要だ。 子供と高齢者が接する機会がないのでその場面を作ることが課題となっている。子ど
もが少なく地域活動をどうするか考える一方で，地域内のまとまりがなく，役員と住民の間にも隙間風
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がある。
今後必要な活動としては，同じ悩みを持つ人と勉強会を行い，知ってもらい言い合える関係をつくる
取り組みが必要である，家から出られない人とコミュニケーションをとるような活動や福祉活動を通し
て世代間交流を図ることが望まれる。
福祉対象者の参加については，居心地の良い環境づくりや，子供が障害を持っている親は，それを隠
しなかなか参加はしてくれないので，これからも声掛けはしていこうと思うし，しっかりと見守りを行
うことが大切である。行政からの福祉に関する情報と福祉対象者の情報がないことによって，活動が極
めて制限されることが課題である。
活動上の留意点としては，後継者の育成，若い人を役員にする。せっかく開催するわけなので，来て
よかった，楽しかったと思ってもらえる活動をすることに努める必要がある。
⑤　G地区
地域福祉の課題 : 参加率時ウニ男性の参加が低いこと，子供たちが少ないこと。
今後必要な活動 : 若い人に声をかけること，若い人と交流できる活動。男性の参加のために希望とし
ては，囲碁やマージャン教室など，男性を引っ張る人を見つけ新たな活動を実施したい。
福祉対象者の参加 : 声がけを行う。一度断られても諦めずに毎回誘うことが必要である。福祉の対象
者に対する参加の勧奨のための取り組みとしては草取りやアルミ缶集めなどの清掃も率先して行ってい
くことなどがある。
活動上の留意点 : 無理やり引き出そうとしないこと。声がけをすることで，信頼を得ることを意識し
ている。また困った人への相談にも乗ることを意識している。
4）　今後の地域に求めるもの
①　C地区
求める地域像は，地域住民全員がマナーを守って優しさを持って手助けができる地域になってほしい。
世代を超えてのコミュニケーションづくりが必要。空き家をなくしたい。人口が少ないながらも，みん
なで支え合えるような地域の交流活動を増やしていきたいし，一人暮らしの孤立をなくしたい。一人暮
らしの高齢者が引きこもりになるのを防ぐためにも行事に参加させたい。夏祭りや健康体操などになん
とか引き込みたい。隣近所の関係を親密にしていくために，自分から地域住民の方へ話をしに行くよう
にしたい。
自分の役割としては「やってます」アピールや「やりなさい」と命令することはせず，ゴミ置場掃除
や雪かきなど見えない部分で地域に貢献することが役割だと思っている。災害時の住民安否確認や孤立
してしまっている家にチラシ配りのついでとして訪問するなど，自分でやれる範囲のことを長く続けて
いくことが大切だと思う。子ども食堂を始めたい。地域住民が気軽に参加しやすく，交流活動を楽しみ
にしてくれるような活動を考える。
住民の役割としては。やはり自分でできる範囲のことをちょっとしたお手伝いもできる関係づくりが
必要だと思う。話し合いながら協力体制を構築できればと思う。地域住民が活動にたくさん参加して，もっ
と地域のことについて知るべき。地域住民との付き合いをもっと深く持つべきである。
②　D地区
今後の地域像としは現状維持で十分だと思う。地域のことは地域でなんとかするようにしていきたい。
プライベートまでかかわらず，交流ができる程度でいい。住民同士仲良く，互助のある地域にしたい。
その中で自分の役割としては。地域の人が望むものや考えを聞き。新しいことにも意欲的に取り組みたい。
周りの人を気にかけて，小さなことから少しずつ地区をよくしていきたい。見守り活動をして孤独死を
防げるようにしたい。一人暮らしの世帯は特に気を付けたいと思う。住民の役割として大きな課題とし
ては，役職の後継者，なり手の問題だけだと思う。住民一人一人が隣や地区だけでなく町全体のことを
考えていく必要があると考えている。尻込みしている人，積極的な人は少ない。役をつければやれる人
などがいる。好みもあるので無理強いはしないが，お互い助け合う気持ちでいてほしい。その他としては。
地域に求められることは違う。行政も地域に求められることをできるような体制を作ってほしい。行政
には地域の多数・少数の違いをわかってほしい。・なかなか厳しいけど人が増えてほしい。そのためには，
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行政が関与するよりは，自分たちのことは自分たちで行う必要がある。 
③　E地区
今後の地域に求めるものは。支え合い，助け合い，つながりのある地域にしたい，活動を通して輪を
広げる，共通の目標・目的を持つ。住民同士の繋がりを強くしたい。若い世代が定住しやすい町にしたい。
子供の教育に力を入れることができるような地域。地域住民同士で色々なことを話し合い，現在の活動
を改善したり，新しい取り組みを行い，住民同士のつながりを増やしていきたい。行事への参加率のアッ
プを図り人間関係作りが重要である。そのため自分の役割は。地域福祉の計画を立て，呼びかけをし。
今ある役職を引き続き続けつつ住民への呼びかけを強化していきたい。地域住民の話は必ず聞き，行政
とのパイプになり確認する。住民のアンケートに基づいて活動を行う。思いやりを持っている人を増や
していきたい。新しく地域に入った家庭と積極的に交流し，輪を作っていきたい。また農家と非農家が
良い関係を形成する必要がある。そのために案を作り。見守り活動を中心に活動をしたいと思う。一方
住民の役割として期待したいことは。これらの活動に協力してもらうことである。福祉の学習，活動へ
の参加を主体的に行っていかなければならない。昼は独居状態になる高齢者には，広報を配る際に声が
けを行う。寝たきりの高齢者は，その家族に状況に確認をとる。こぢんまりとしていて声かけはしやす
いしまとまりもあると思う。まとまって協力して活動していくべきだと思う。福祉への興味関心があま
りあるようには見えない。趣味や話の合う仲間づくりをするということもあってよいと思う。初めは少
人数でも，そこから地域全体に広がっていけばいい。地域の人々は，お互いに声をかけ合って気軽に集
まれるような関係づくりをすることに努める必要がある。
④　F地区
今後の地域に求めるものとしては。みんなが一緒に歩ける町にするためにも，障がい者と健常者の差
別がない地域にしたい。世代間の交流をできるようなコミュニケーションがとれ。仲良く，互助，共助
の助け合いを大切にしていきたい。生活支援，買い物，通院支援なども必要だが，住民の中でゴミ出し
や電球の交換のような小さいことから手伝えるようになってほしい。現在の地域福祉の活動を継続して
いきたい。そのため，活動に参加している地域住民の声を大きく活動に取り入れ，反映させたい。今後
の地域福祉活動は，皆無理しないで実施するようにすると同時に，地域内のもめごとなどを解決できる
ような取り組みに力を入れたい。若い世代と徐々に世代交代をしていかなければならない。このため自
身の役割としては。障がい者を理解してもらうために障害者自ら外出し，知ってもらい，発信していく
ことだと思う。そのためにも活動を継続的に行い，担当者と協力して一緒に訪問するなどして，個人的
なつながりをつくるようにする必要がある。相談をしてくれる人が多いので，それを拾い上げる形で会
や組織に伝える役割をしたい。活動のマンネリ化を防ぐために意見やアンケートをとる必要がある。地
域福祉活動の協力体制の強化のための呼びかけを行うことが役割である。一方地域住民の役割としては。
障害者が地域にいることを理解してほしいし，子供たちも見て，お互いに理解しとけこむことが重要だ。
地域内での様々な活動等反応してほしいと思う。協力や行事への積極的な参加が必要。若い世代へ負担
をかけないような健康づくりの活動の展開が求められる。今のままで何もしなければ，例えば介護だが，
老老介護のようになっている。高齢化が進む中で，自治会の事業の進め方，協力体制の強化が求められる。
また福祉推進員がどんどん独立して自主的に活動していってほしい。ふれあい祭りなど，子どもも巻き
込んで，その親の世代とも関係を作ることに努める必要があると思っている。地域住民にも，声がけを
してもらって，若い人にも役割を持ってもらう必要があると考えている。
⑤　G地区
地域に求めるものとして。みんなで和気あいあいとしている地域にしたい。元気のよい地域，活動に
全員で参加できる地域にしていきたい。繋がりづくりのためにも，人の温もりが大切。地域での繋がり，
協力することが望まれる。自身の役割として。みんなと協力できるように取り組む，お茶のみ場をつく
ることだと思う。住民の役割としては。住民には，同じ考えを持ってほしい。力を合わせて，まとまっ
て行動することが必要である。地域住民に迷惑はかけずに，信頼を得ていきたい。地域全体で声がけを
することが必要である。
